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一 般 会 計



議案第2号

令 和 ３ 年 度 長 岡 市 一 般 会 計 予 算

　令和３年度長岡市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ130, 188, 000千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（継　続　費）

第2条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第212条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第2

表　継続費」による。

（債務負担行為）

第３条　　地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第３

表　債務負担行為」による。

（地　方　債）

第４条　　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、

利率及び償還の方法は、「第４表　地方債」による。

（一時借入金）

第５条　　地方自治法第235条の３第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、25, 000, 000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第６条　　地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

合は、次のとおりと定める。

　　各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（報酬に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和３年３月１日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　 � （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　市 税 ３５，１２０，０００

１　市 民 税 １４，４１１，０００

2　固 定 資 産 税 １６，０４８，０００

３　軽 自 動 車 税 ９１５，０００

４　市 た ば こ 税 １，６１０，００１

５　鉱 産 税 ５７１，００１

６　入 湯 税 2７，００１

７　都 市 計 画 税 １，５３７，９９７

２　地 方 譲 与 税 １，１５３，００１

１　地 方 揮 発 油 譲 与 税 2７０，０００

2　自 動 車 重 量 譲 与 税 ８３０，０００

３　地 方 道 路 譲 与 税 １

４　森 林 環 境 譲 与 税 ５３，０００

３　利 子 割 交 付 金 ２０，０００

１　利 子 割 交 付 金 2０，０００

４　配 当 割 交 付 金 １２０，０００

１　配 当 割 交 付 金 １2０，０００

５　株式等譲渡所得割交付金 １５０，０００

１　株式等譲渡所得割交付金 １５０，０００

６　法 人 事 業 税 交 付 金 ３２０，０００

１　法 人 事 業 税 交 付 金 ３2０，０００

７　地 方 消 費 税 交 付 金 ５，９００，０００

１　地 方 消 費 税 交 付 金 ５，９００，０００

８　ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 ２７，０００

１　ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 2７，０００

９　自 動 車 取 得 税 交 付 金 １

１　自 動 車 取 得 税 交 付 金 １

10　環 境 性 能 割 交 付 金 ６０，０００

１　環 境 性 能 割 交 付 金 ６０，０００

11　地 方 特 例 交 付 金 ７３０，０００

１　地 方 特 例 交 付 金 ３００，０００

2　新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金 ４３０，０００

12　地 方 交 付 税 ２５，８４０，０００

１　地 方 交 付 税 2５，８４０，０００

款 項 金　　　　　　　　　額

13　交通安全対策特別交付金 ３０，０００

１　交通安全対策特別交付金 ３０，０００

14　分 担 金 及 び 負 担 金 ４２３，２９８

１　分 担 金 ３，2０５

2　負 担 金 ４2０，０９３

15　使 用 料 及 び 手 数 料 １，７５０，６６７

１　使 用 料 ７５８，３８５

2　手 数 料 ９９2，2８2

16　国 庫 支 出 金 １８，３１７，０３７

１　国 庫 負 担 金 １１，５７４，１22

2　国 庫 補 助 金 ６，６９８，５５９

３　委 託 金 ４４，３５６

17　県 支 出 金 ８，４００，３１４

１　県 負 担 金 ５，０５９，６５８

2　県 補 助 金 2，６2４，９７６

３　委 託 金 ７１５，６８０

18　財 産 収 入 ３７７，３９１

１　財 産 運 用 収 入 2０８，７８６

2　財 産 売 払 収 入 １６８，６０５

19　寄 附 金 ２，０００，００３

１　寄 附 金 2，０００，００３

20　繰 入 金 １，７０４，７７２

１　基 金 繰 入 金 １，７０４，７７2

21　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

22　諸 収 入 ８，７６２，０１５

１　延滞金、加算金及び過料 ４９，００１

2　市 預 金 利 子 ５０

３　貸 付 金 元 利 収 入 ７，８１５，３2８

４　受 託 事 業 収 入 ５，５３９

５　雑 入 ８９2，０９７

23　市 債 １８，９８２，５００

１　市 債 １８，９８2，５００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １３０，１８８，０００
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　歳　　　出
� （単位　千円）　 � （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　議 会 費 ５３７，７０１

１　議 会 費 ５３７，７０１

２　総 務 費 １６，０９４，０１６

１　総 務 管 理 費 １４，０８９，８９１

2　徴 税 費 ８００，2８６

３　戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 ８８０，５１７

４　選 挙 費 １７４，７８９

５　統 計 調 査 費 ６５，2５４

６　監 査 委 員 費 ８３，2７９

３　民 生 費 ４０，７７３，７０２

１　社 会 福 祉 費 １８，３６４，９７2

2　児 童 福 祉 費 2０，３４０，６５８

３　生 活 保 護 費 2，０６８，０５９

４　災 害 救 助 費 １３

４　衛 生 費 ８，６２０，４０１

１　保 健 衛 生 費 ３，５１４，５３８

2　清 掃 費 ４，７４４，３０１

３　上 水 道 費 ３６１，５６2

５　労 働 費 ４０９，７０７

１　労 働 諸 費 ４０９，７０７

６　農 林 水 産 業 費 ３，０２１，６２０

１　農 業 費 2，８３６，2５2

2　林 業 費 １６７，１６2

３　水 産 業 費 １８，2０６

７　商 工 費 ５，０８０，７９１

１　商 工 費 ５，０８０，７９１

８　土 木 費 ２２，５４８，６２９

１　土 木 管 理 費 ７７６，８2３

2　道 路 橋 り ょ う 費 ５，４９０，９０１

３　河 川 費 ４０６，８４９

４　港 湾 費 ４，６１０

５　都 市 計 画 費 １０，３５2，８７６

６　住 宅 費 ５，５１６，５７０

款 項 金　　　　　　　　　額

９　消 防 費 ６，１１９，５５８

１　消 防 費 ６，１１９，５５８

10　教 育 費 ９，７４２，５３５

１　教 育 総 務 費 １，９５６，６４４

2　小 学 校 費 ３，2９１，９４４

３　中 学 校 費 １，７５８，３３９

４　幼 稚 園 費 ５４，８６８

５　総 合 支 援 学 校 費 １５2，2０５

６　社 会 教 育 費 １，2３５，５５８

７　保 健 体 育 費 １，2９2，９７７

11　公 債 費 １７，１８９，３４０

１　公 債 費 １７，１８９，３４０

12　予 備 費 ５０，０００

１　予 備 費 ５０，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １３０，１８８，０００
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第 2 表　　継 　 続 　 費

� （単位　千円）　

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

８　土 木 費 ５　都 市 計 画 費
旧機那サフラン酒本舗�
主 屋 改 修 事 業

400, 000

令和３年度 32, 354

令和４年度 240, 000

令和５年度 127, 646

10　教 育 費 ６　社 会 教 育 費
旧長谷川家住宅保存
活用・技術伝承事業

170, 000

令和３年度 40, 500

令和４年度 64, 650

令和５年度 64, 850
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第 ３ 表　　債務負担行為

� （単位　千円）　

事 項 期 間 限 度 額

大手通坂之上町地区市街地再開発事業（人づくり・
学び・交流施設等）工事監理委託料

令 和 ３ 年 度 か ら�
令 和 ５ 年 度 ま で

5, 314

長岡地域土地開発公社の事業資金（長岡市の関係事
業分）借入れに対する債務保証

令 和 ３ 年 度 か ら�
令 和 ７ 年 度 ま で

823, 499

長岡地域土地開発公社の西部丘陵東地区整備事業用
地造成資金借入れに対する債務保証

令 和 ３ 年 度 か ら�
令 和 ７ 年 度 ま で

70, 356

長岡地域土地開発公社の長岡北スマート流通産業団
地整備事業用地造成資金借入れに対する債務保証

令 和 ３ 年 度 か ら�
令 和 ７ 年 度 ま で

501, 944

新潟県信用保証協会が長岡市中小企業経営支援借換
対応特別融資について行う信用保証に対する損失補
償

令 和 ３ 年 度 か ら�
令 和 13 年 度 ま で

10, 500

新潟県信用保証協会が長岡市中小企業連鎖倒産防止
対策資金について行う信用保証に対する損失補償

令 和 ３ 年 度 か ら�
令 和 13 年 度 ま で

2, 250

新潟県信用保証協会が長岡市中小企業災害復旧資金
について行う信用保証に対する損失補償

令 和 ３ 年 度 か ら�
令 和 13 年 度 ま で

2, 400

「長岡市道の駅ながおか花火館」指定管理者委託料
令 和 ３ 年 度 か ら�
令 和 16 年 度 ま で

172, 158
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第 ４ 表　　地 　 方 　 債

� （単位　千円）　 � （単位　千円）　

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

普 通 財 産 整 備 事 業 55, 400�

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5. 0 ％ 以 内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政府
資金等について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率）

政府資金については、その融資
条件による。銀行その他の場合
は、その債権者と協定する。た
だし、市財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮もしく
は繰上償還又は借換えをするこ
とができる。

摂 田 屋 分 室 整 備 事 業 13, 100�

支 所 庁 舎 整 備 事 業 13, 800�

長 岡 造 形 大 学 整 備 事 業 103, 700�

地 域 情報通信基盤整備事業 87, 400�

ト キ 公 開 施 設 整 備 事 業 15, 700�

リ リ ッ ク ホ ー ル 整 備 事 業 9, 100�

文 化 セ ン タ ー 整 備 事 業 6, 400�

町 内 公 民 館 整 備 事 業 8, 900�

コミュニティセンター整備事業 248, 400�

地 域 会 館 整 備 事 業 60, 100�

栃尾地域交流拠点施設（仮称）整備事業 1, 095, 000�

老 人 福 祉 施 設 整 備 事 業 44, 700�

デイサービスセンター整備事業 21, 400�

社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業 8, 800�

保 育 所 整 備 事 業 85, 300�

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 240, 000�

児童館・児童クラブ整備事業 188, 200�

斎 場 整 備 事 業 5, 400�

健 康 セ ン タ ー 整 備 事 業 16, 600�

廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 事 業 845, 100�

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

県 営 土 地 改 良 事 業 139, 700�

団 体 営 土 地 改 良 事 業 36, 200�

林 業 施 設 整 備 事 業 19, 200�

観 光 施 設 整 備 事 業 207, 400�

建 設 発生土処理場整備事業 34, 600�

道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 1, 956, 200

河 川 整 備 事 業 259, 100�

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 27, 700�

街 な み 環 境 整 備 事 業 57, 900�

交 通 関 連 施 設 整 備 事 業 38, 700�

市 街 地 再 開 発 事 業 2, 399, 600�

公 園 整 備 事 業 210, 000�

公 営 住 宅 建 設 事 業 143, 500�

耐 震 改 修 促 進 事 業 200�

消 防 施 設 整 備 事 業 203, 300�

投 流 雪 施 設 整 備 事 業 1, 000�

除 雪 機 械 整 備 事 業 38, 800�

道 路 消雪施設整備補助事業 40, 500�

教 育 セ ン タ ー 整 備 事 業 900�

小 学 校 整 備 事 業 588, 000�

中 学 校 整 備 事 業 233, 600�
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議案第３号

令和３年度長岡市国民健康保険事業特別会計予算

　令和３年度長岡市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ23, 678, 000千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第2条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第235条の３第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

3, 000, 000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条　　地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

合は、次のとおりと定める。

　　2款保険給付費の各項に計上した委託料及び負担金補助及び交付金に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和３年３月１日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

総 合 支 援 学 校 整 備 事 業 3, 100�

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 118, 400�

体 育 施 設 整 備 事 業 212, 500�

過 疎 地域自立促進特別事業 269, 400�

臨 時 財 政 対 策 債 5, 430, 000�

借 換 債 3, 140, 500�

計 18, 982, 500�

� （単位　千円）　

―�特 1�――�10�―



国民健康保険事業特別会計



議案第３号

令和３年度長岡市国民健康保険事業特別会計予算

　令和３年度長岡市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ23, 678, 000千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第2条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第235条の３第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

3, 000, 000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条　　地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

合は、次のとおりと定める。

　　2款保険給付費の各項に計上した委託料及び負担金補助及び交付金に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和３年３月１日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

総 合 支 援 学 校 整 備 事 業 3, 100�

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 118, 400�

体 育 施 設 整 備 事 業 212, 500�

過 疎 地域自立促進特別事業 269, 400�

臨 時 財 政 対 策 債 5, 430, 000�

借 換 債 3, 140, 500�

計 18, 982, 500�

� （単位　千円）　
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　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ２９８，５２９

１　運 営 協 議 会 費 ４９2

2　総 務 管 理 費 2５７，９５３

３　医療費適正化特別対策事業費 2１，７７５

４　保 険 料 徴 収 費 １８，３０９

２　保 険 給 付 費 １７，３１８，８２８

１　療 養 諸 費 １７，2３６，９５2

2　移 送 費 １５０

３　出 産 育 児 一 時 金 ５４，６2８

４　葬 祭 費 2６，０００

５　傷 病 手 当 金 １，０９８

３　国民健康保険事業費納付金 ５，７９０，７３４

１　医 療 給 付 費 ３，９５５，2１９

2　介 護 納 付 金 ４2９，2７４

３　後 期 高 齢 者 支 援 金 １，４０６，2４１

４　保 健 事 業 費 １８９，３８０

１　保 健 事 業 費 １８９，３８０

５　基 金 積 立 金 ３４６

１　基 金 積 立 金 ３４６

６　公 債 費 ５，１０７

１　公 債 費 ５，１０７

７　諸 支 出 金 ７４，０７６

１　償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 2０，５０2

2　繰 出 金 ５３，５７４

８　予 備 費 １，０００

１　予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２３，６７８，０００

第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　国 民 健 康 保 険 料 ４，２２８，０２５

１　国 民 健 康 保 険 料 ４，22８，０2５

２　国 民 健 康 保 険 税 ９８

１　国 民 健 康 保 険 税 ９８

３　使 用 料 及 び 手 数 料 ２，１８９

１　手 数 料 2，１８９

４　国 庫 支 出 金 ４６９

１　国 庫 補 助 金 ４６９

５　県 支 出 金 １７，３５０，６０８

１　県 補 助 金 １７，３５０，６０８

６　連 合 会 支 出 金 １，０００

１　連 合 会 補 助 金 １，０００

７　財 産 収 入 ３４６

１　財 産 運 用 収 入 ３４６

８　繰 入 金 ２，０５１，５３３

１　一 般 会 計 繰 入 金 １，９５１，５３３

2　基 金 繰 入 金 １００，０００

９　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

10　諸 収 入 ４３，７３１

１　延滞金、加算金及び過料 2０，１７７

2　雑 入 2３，５５４

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２３，６７８，０００
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国民健康保険寺泊診療所事業特別会計



議案第４号

令和３年度長岡市国民健康保険寺泊診療所事業特別会計予算

　令和３年度長岡市の国民健康保険寺泊診療所事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ83, 900千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　令和３年３月１日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　診 療 収 入 ３０，２７２

１　外 来 収 入 2８，８2６

2　そ の 他 の 診 療 収 入 １，４４６

２　使 用 料 及 び 手 数 料 ４９

１　使 用 料 ４

2　手 数 料 ４５

３　繰 入 金 ５３，５７４

１　他 会 計 繰 入 金 ５３，５７４

４　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

５　諸 収 入 ４

１　雑 入 ４

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ８３，９００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ５８，０９６

１　施 設 管 理 費 ５８，０９６

２　医 業 費 ２５，３０４

１　医 業 費 2５，３０４

３　予 備 費 ５００

１　予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ８３，９００
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後期高齢者医療事業特別会計



議案第５号

令和３年度長岡市後期高齢者医療事業特別会計予算

　令和３年度長岡市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ3, 071, 000千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　令和３年３月１日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ２，３９４，７８８

１　後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 2，３９４，７８８

２　使 用 料 及 び 手 数 料 １２１

１　手 数 料 １2１

３　繰 入 金 ６７３，１６９

１　一 般 会 計 繰 入 金 ６７３，１６９

４　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

５　諸 収 入 ２，９２１

１　延滞金、加算金及び過料 １

2　雑 入 2，９2０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，０７１，０００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ２５，９６６

１　総 務 管 理 費 2３，９６７

2　保 険 料 徴 収 費 １，９９９

２　後期高齢者医療広域連合納付金 ３，０４２，００８

１　後期高齢者医療広域連合納付金 ３，０４2，００８

３　諸 支 出 金 ２，９２６

１　償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 2，９2６

４　予 備 費 １００

１　予 備 費 １００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，０７１，０００
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介護保険事業特別会計



議案第６号

令和３年度長岡市介護保険事業特別会計予算

　令和３年度長岡市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ28, 408, 700千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（歳出予算の流用）

第2条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　2款保険給付費の各項に計上した委託料及び負担金補助及び交付金に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和３年３月１日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　介 護 保 険 料 ５，７０５，９８２

１　介 護 保 険 料 ５，７０５，９８2

２　分 担 金 及 び 負 担 金 ５，２２８

１　負 担 金 ５，22８

３　使 用 料 及 び 手 数 料 ７４７

１　手 数 料 ７４７

４　国 庫 支 出 金 ６，７４３，１８２

１　国 庫 負 担 金 ４，８０１，５３９

2　国 庫 補 助 金 １，９４１，６４３

５　支 払 基 金 交 付 金 ７，４３３，９３２

１　支 払 基 金 交 付 金 ７，４３３，９３2

６　県 支 出 金 ４，１２６，７３９

１　県 負 担 金 ３，９７０，０６０

2　県 補 助 金 １５６，６７１

３　委 託 金 ８

７　財 産 収 入 １６３

１　財 産 運 用 収 入 １６３

８　繰 入 金 ４，３９１，９１４

１　一 般 会 計 繰 入 金 ４，０３９，３８３

2　基 金 繰 入 金 ３５2，５３１

９　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

10　諸 収 入 ８１２

１　延滞金、加算金及び過料 １００

2　雑 入 ７１2

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２８，４０８，７００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ４０３，３２１

１　総 務 管 理 費 22７，１2３

2　保 険 料 徴 収 費 2，５６４

３　介 護 認 定 事 務 費 １７３，６３４

２　保 険 給 付 費 ２６，９８９，５４１

１　介 護 給 付 費 2６，９７５，３３４

2　そ の 他 諸 費 １４，2０７

３　地 域 支 援 事 業 費 １，００９，９２０

１　介護予防・日常生活支援総合事業費 ５４６，０３８

2　包括的支援事業・任意事業費 ４６2，５６７

３　そ の 他 諸 費 １，３１５

４　基 金 積 立 金 １６４

１　基 金 積 立 金 １６４

５　諸 支 出 金 ４，７５４

１　償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ４，４４2

2　保 険 給 付 費 ３１2

６　予 備 費 １，０００

１　予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２８，４０８，７００
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診 療 所 事 業 特 別 会 計



議案第７号

令和３年度長岡市診療所事業特別会計予算

　令和３年度長岡市の診療所事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ308, 300千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　令和３年３月１日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　使 用 料 及 び 手 数 料 １４９，７１０

１　使 用 料 １４１，４2７

2　手 数 料 ８，2８３

２　県 支 出 金 ５４，５８５

１　県 補 助 金 ５４，５８５

３　財 産 収 入 ２５２

１　財 産 運 用 収 入 2５2

４　繰 入 金 １０２，７１８

１　一 般 会 計 繰 入 金 １０2，７１８

５　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

６　諸 収 入 １，０３４

１　受 託 事 業 収 入 ６３０

2　雑 入 ４０４

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３０８，３００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 １８６，９９８

１　総 務 管 理 費 １５７，９８１

2　診 療 所 管 理 運 営 費 2８，８９2

３　診 療 所 施 設 整 備 費 １2５

２　医 業 費 １１６，６４０

１　医 業 費 １１６，６４０

３　公 債 費 ４，１６２

１　公 債 費 ４，１６2

４　予 備 費 ５００

１　予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３０８，３００
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浄化槽整備事業特別会計



議案第８号

令和３年度長岡市浄化槽整備事業特別会計予算

　令和３年度長岡市の浄化槽整備事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ45, 500千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（地　方　債）

第2条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第2表　地方債」による。

　　令和３年３月１日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　分 担 金 及 び 負 担 金 ４９１

１　分 担 金 ４９１

２　使 用 料 及 び 手 数 料 １４，２９０

１　使 用 料 １４，2９０

３　国 庫 支 出 金 ９８９

１　国 庫 補 助 金 ９８９

４　繰 入 金 ２６，６２８

１　繰 入 金 2６，６2８

５　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

６　諸 収 入 １

１　雑 入 １

７　市 債 ３，１００

１　市 債 ３，１００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ４５，５００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　浄 化 槽 費 ３４，１６８

１　浄 化 槽 管 理 費 2８，９８６

2　浄 化 槽 整 備 費 ５，１８2

２　公 債 費 １１，１３２

１　公 債 費 １１，１３2

３　予 備 費 ２００

１　予 備 費 2００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ４５，５００
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第 2 表　　地 　 方 　 債

� （単位　千円）　

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

特定地域生活排水�

処 理 事 業
3, 100

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行

年 5 . 0 ％ 以 内

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金等に

ついて、利率の見

直しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率）

政府資金については、その融資条

件による。銀行その他の場合は、

その債権者と協定する。ただし、

市財政の都合により据置期間及び

償還期限を短縮もしくは繰上償還

又は借換えをすることができる。

議案第９号

令和３年度長岡市下水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和３年度長岡市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第2条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　処 理 世 帯 数� 105, 000　世帯

　⑵　年 間 総 処 理 水 量� 46, 100, 000　㎥　

　⑶　一日平均処理水量� 126, 301　㎥　

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦公共下水道事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ポンプ場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦特定環境保全公共下水道事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦農業集落排水事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 10, 040, 300　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 5, 145, 847　千円

　　　第　2　項　　営 業 外 収 益� 4, 824, 241　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 70, 212　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 10, 040, 300　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 9, 183, 292　千円

　　　第　2　項　　営　業　外　費　用� 852, 974　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 3, 034　千円

　　　第　４　項　　予　　　備　　　費� 1, 000　千円
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第 2 表　　地 　 方 　 債

� （単位　千円）　

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

特定地域生活排水�

処 理 事 業
3, 100

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行

年 5 . 0 ％ 以 内

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金等に

ついて、利率の見

直しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率）

政府資金については、その融資条

件による。銀行その他の場合は、

その債権者と協定する。ただし、

市財政の都合により据置期間及び

償還期限を短縮もしくは繰上償還

又は借換えをすることができる。

議案第９号

令和３年度長岡市下水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和３年度長岡市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第2条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　処 理 世 帯 数� 105, 000　世帯

　⑵　年 間 総 処 理 水 量� 46, 100, 000　㎥　

　⑶　一日平均処理水量� 126, 301　㎥　

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦公共下水道事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ポンプ場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦特定環境保全公共下水道事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦農業集落排水事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 10, 040, 300　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 5, 145, 847　千円

　　　第　2　項　　営 業 外 収 益� 4, 824, 241　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 70, 212　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 10, 040, 300　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 9, 183, 292　千円

　　　第　2　項　　営　業　外　費　用� 852, 974　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 3, 034　千円

　　　第　４　項　　予　　　備　　　費� 1, 000　千円
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（企　業　債）

第６条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　　還　　の　　方　　法

下 水 道 施 設�
整 備 事 業

2, 399, 500
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金等に
ついて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該見
直し後の利率）

政府資金については、その融資条件に
よる。銀行その他の場合は、その債権
者と協定する。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還期限を短
縮もしくは繰上償還又は借換えをす
ることができる。

計 2, 399, 500

（一時借入金）
第７条　　一時借入金の限度額は、5, 000, 000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条　　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経
費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
　　職員給与費　　　282, 817　千円

（他会計からの補助金）
第10条　　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。
⑴　雨水処理に要する経費に対する負担金� 1, 333, 875　千円
⑵　分流式下水道等に要する経費に対する補助金� 581, 175　千円
⑶　流域下水道の建設に要する経費に対する補助金� 9, 823　千円
⑷　下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費に対する補助金� 87, 609　千円
⑸　水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費に対する補助金� 8, 529　千円
⑹　不明水の処理に要する経費に対する補助金� 37, 547　千円
⑺　普及特別対策に要する経費に対する補助金� 38, 291　千円
⑻　緊急下水道整備特定事業に要する経費に対する補助金� 3, 441　千円
⑼　農業集落排水緊急整備事業に要する経費に対する補助金� 5, 089　千円
⑽　下水道事業債（特例措置分）の企業債利子に対する補助金� 3, 034　千円
⑾　臨時財政特例債の企業債利子に対する補助金� 5, 845　千円
⑿　災害復旧債の企業債利子に対する補助金� 4　千円
⒀　補正予算債の企業債利子に対する補助金� 518　千円
⒁　下水道事業債（広域化・共同化分）の企業債利子に対する補助金� 18　千円
⒂　その他下水道事業の支出に対する補助金� 926, 603　千円
　　　　　　合　　　　　　計� 3, 041, 401　千円

　　令和３年３月１日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

（資本的収入及び支出）

第４条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

3, 306, 500千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額213, 147千円、過年度分損益勘定留保資金391, 670千円、

当年度分損益勘定留保資金2, 501, 683千円及び減債積立金200, 000千円で補てんするものとする。）

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　資 本 的 収 入� 5, 340, 800　千円

　　　第　１　項　　企 業 債� 2, 399, 500　千円

　　　第　2　項　　国 庫 補 助 金� 1, 605, 900　千円

　　　第　３　項　　県 補 助 金� 400　千円

　　　第　４　項　　他 会 計 出 資 金� 1, 272, 420　千円

　　　第　５　項　　負 担 金� 60, 199　千円

　　　第　６　項　　貸 付 金 回 収 金� 2, 380　千円

　　　第　７　項　　固定資産売却代金� 1　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　資 本 的 支 出� 8, 647, 300　千円

　　　第　１　項　　建 設 改 良 費� 4, 150, 847　千円

　　　第　2　項　　企 業 債 償 還 金� 4, 493, 073　千円

　　　第　３　項　　投 資� 2, 380　千円

　　　第　４　項　　予 備 費� 1, 000　千円

（継　続　費）

第５条　　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

款 項 事　　業　　名 総　　額 年　　度 年 割 額

資本的支出 建設改良費
寿町排水ポンプ場（建築）�
整 備 事 業

521, 100
令和３年度 29, 600

令和４年度 491, 500

資本的支出 建設改良費
寿町排水ポンプ場（設備）�
整 備 事 業

2, 068, 000

令和３年度 271, 700

令和４年度 705, 600

令和５年度 1, 090, 700

資本的支出 建設改良費
小 国 浄 化 セ ン タ ー�
反応タンク設備更新事業

467, 000
令和３年度 133, 000

令和４年度 334, 000
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事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
及 　 び 　 支 　 出 　 　 　
　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 費 用 10,040,300

１　営 業 費 用 9,183,292

１　管 渠 費 533, 402

2　ポ ン プ 場 費 85, 590

３　処 理 場 費 1, 476, 079

４　 543, 733

５　受 託 工 事 費 14, 000

６　業 務 費 281, 472

７　総 係 費 168, 856

８　減 価 償 却 費 6, 040, 660

９　資 産 減 耗 費 39, 500

２　営 業 外 費 用 852,974

１　　 772, 974

2　消費税及び地方消費税 80, 000

３　特 別 損 失 3,034

１　固 定 資 産 売 却 損 10

2　過 年 度 損 益 修 正 損 2, 240

３　そ の 他 特 別 損 失 784

４　予 備 費 1,000

１　予 備 費 1, 000

流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令 和 ３ 年 度 長 岡 市 下 水 道
　 　 収 　 益 　 的 　 収 　 入

　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 収 益 10,040,300

１　営 業 収 益 5,145,847

１　下 水 道 使 用 料 3, 797, 757

2　他 会 計 負 担 金 1, 333, 875

３　受 託 工 事 収 益 14, 000

４　そ の 他 営 業 収 益 215

２　営 業 外 収 益 4,824,241

１　他 会 計 補 助 金 1, 707, 526

2　国 庫 補 助 金 63, 000

３　長期前受金戻入収益 2, 973, 660

４　雑 収 益 80, 055

３　特 別 利 益 70,212

１　固 定 資 産 売 却 益 10

2　過 年 度 損 益 修 正 益 70, 199

３　そ の 他 特 別 利 益 3
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議案第10号

令和３年度長岡市水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和３年度長岡市水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第2条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数� 108, 500　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量� 　32, 869, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量� 90, 052　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦導水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水施設整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 5, 988, 500　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 5, 445, 653　千円

　　　第　2　項　　営 業 外 収 益� 542, 826　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 21　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 5, 682, 700　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 5, 329, 321　千円

　　　第　2　項　　営 業 外 費 用� 342, 220　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 1, 159　千円

　　　第　４　項　　予 備 費� 10, 000　千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 収 入 5,340,800

１　企 業 債 2,399,500

１　企 業 債 2, 399, 500

２　国 庫 補 助 金 1,605,900

１　国 庫 補 助 金 1, 605, 900

３　県 補 助 金 400

１　県 補 助 金 400

４　他会計出資金 1,272,420

１　他 会 計 出 資 金 1, 272, 420

５　負 担 金 60,199

１　工 事 負 担 金 24, 000

2　受 益 者 負 担 金 31, 199

３　受 益 者 分 担 金 5, 000

６　貸付金回収金 2,380

１　　 2, 380

７　 1

１　固 定 資 産 売 却 代 金 1

水 洗 便 所 改 造 資 金
貸 付 金 回 収 金

固 定 資 産
売 却 代 金

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 支 出 8,647,300

１　建 設 改 良 費 4,150,847

１　事 務 費 131, 238

2　資 産 購 入 費 12, 121

３　管 路 整 備 費 1, 292, 100

４　ポ ン プ 場 整 備 費 1, 591, 150

５　処 理 場 整 備 費 1, 013, 100

６　流域下水道建設負担金 111, 138

２　企業債償還金 4,493,073

１　企 業 債 償 還 金 4, 493, 073

３　投 資 2,380

１　水洗便所改造資金貸付金 2, 380

４　予 備 費 1,000

１　予 備 費 1, 000
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議案第10号

令和３年度長岡市水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和３年度長岡市水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第2条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数� 108, 500　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量� 　32, 869, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量� 90, 052　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦導水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水施設整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 5, 988, 500　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 5, 445, 653　千円

　　　第　2　項　　営 業 外 収 益� 542, 826　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 21　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 5, 682, 700　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 5, 329, 321　千円

　　　第　2　項　　営 業 外 費 用� 342, 220　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 1, 159　千円

　　　第　４　項　　予 備 費� 10, 000　千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 収 入 5,340,800

１　企 業 債 2,399,500

１　企 業 債 2, 399, 500

２　国 庫 補 助 金 1,605,900

１　国 庫 補 助 金 1, 605, 900

３　県 補 助 金 400

１　県 補 助 金 400

４　他会計出資金 1,272,420

１　他 会 計 出 資 金 1, 272, 420

５　負 担 金 60,199

１　工 事 負 担 金 24, 000

2　受 益 者 負 担 金 31, 199

３　受 益 者 分 担 金 5, 000

６　貸付金回収金 2,380

１　　 2, 380

７　 1

１　固 定 資 産 売 却 代 金 1

水 洗 便 所 改 造 資 金
貸 付 金 回 収 金

固 定 資 産
売 却 代 金

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 支 出 8,647,300

１　建 設 改 良 費 4,150,847

１　事 務 費 131, 238

2　資 産 購 入 費 12, 121

３　管 路 整 備 費 1, 292, 100

４　ポ ン プ 場 整 備 費 1, 591, 150

５　処 理 場 整 備 費 1, 013, 100

６　流域下水道建設負担金 111, 138

２　企業債償還金 4,493,073

１　企 業 債 償 還 金 4, 493, 073

３　投 資 2,380

１　水洗便所改造資金貸付金 2, 380

４　予 備 費 1,000

１　予 備 費 1, 000
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（企　業　債）

第６条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　　還　　の　　方　　法

上 水 道 施 設
整 備 事 業

1, 600, 000
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金等に
ついて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該見
直し後の利率）

政府資金については、その融資条件に
よる。銀行その他の場合は、その債権
者と協定する。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還期限を短
縮もしくは繰上償還又は借換えをす
ることができる。

計 1, 600, 000

（一時借入金）

第７条　　一時借入金の限度額は、500, 000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費　　1, 060, 501　千円

（他会計からの補助金）

第10条　　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

⑴　西部丘陵水道建設事業に伴う企業債利子補助� 2, 924　千円

⑵　大積地区水道建設事業に伴う企業債利子補助� 1, 341　千円

⑶　太田地区水道建設事業に伴う企業債利子補助� 4, 397　千円

⑷　西部丘陵東地区配水管整備事業に伴う企業債利子補助� 200　千円

⑸　西部丘陵東地区産業ゾーン（第2期）配水管布設事業に伴う企業債利子補助� 127　千円

⑹　児童手当に対する負担金� 5, 496　千円

　　　　　　合　　　　　　計� 14, 485　千円

（たな卸資産購入限度額）

第11条　　たな卸資産の購入限度額は、67, 100千円と定める。

　　令和３年３月１日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

（資本的収入及び支出）

第４条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

2, 838, 300千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額280, 984千円、当年度分損益勘定留保資金1, 952, 769千

円及び減債積立金604, 547千円で補てんするものとする。）

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　資 本 的 収 入� 1, 846, 300　千円

　　　第　１　項　　企 業 債� 1, 600, 000　千円

　　　第　2　項　　国 庫 補 助 金� 29, 000　千円

　　　第　３　項　　出 資 金� 68, 077　千円

　　　第　４　項　　工 事 負 担 金� 149, 201　千円

　　　第　５　項　　固定資産売却代金� 22　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　資 本 的 支 出� 4, 684, 600　千円

　　　第　１　項　　建 設 改 良 費� 3, 228, 401　千円

　　　第　2　項　　企 業 債 償 還 金� 1, 443, 835　千円

　　　第　３　項　　国庫補助金返還金� 2, 364　千円

　　　第　４　項　　予 　 備 　 費� 10, 000　千円

（継　続　費）

第５条　　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

款 項 事　　業　　名 総　　額 年　　度 年 割 額

資本的支出 建設改良費
妙 見 浄 水 場�
ＰＡＣ注入設備更新事業

320, 000�
令和３年度 149, 000�

令和４年度 171, 000�

資本的支出 建設改良費
妙 見 浄 水 場�
監 視 設 備 更 新 事 業

1, 409, 000�

令和３年度 435, 000�

令和４年度 492, 000�

令和５年度 252, 000�

令和６年度 43, 000�

令和７年度 187, 000�

資本的支出 建設改良費
上 塩 ポ ン プ 場�
設 備 更 新 事 業

146, 000�
令和３年度 70, 000�

令和４年度 76, 000�
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事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
及 　 び 　 支 　 出 　
　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 費 用 5,682,700

１　営 業 費 用 5,329,321

１　原 水 及 び 浄 水 費 1, 122, 931

2　配 水 費 676, 668

３　給 水 費 315, 515

４　業 務 費 337, 985

５　総 係 費 360, 714

６　減 価 償 却 費 2, 342, 751

７　資 産 減 耗 費 172, 757

２　営 業 外 費 用 342,220

１　 226, 844

2　雑 支 出 4, 576

３　消費税及び地方消費税 110, 800

３　特 別 損 失 1,159

１　固 定 資 産 売 却 損 59

2　過 年 度 損 益 修 正 損 1, 100

４　予 備 費 10,000

１　予 備 費 10, 000

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令 和 ３ 年 度 長 岡 市 水 道
　 収 　 益 　 的 　 収 　 入

　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 収 益 5,988,500

１　営 業 収 益 5,445,653

１　給 水 収 益 5, 083, 022

2　加 入 金 103, 213

３　下 水 道 受 託 収 益 224, 047

４　そ の 他 営 業 収 益 35, 371

２　営 業 外 収 益 542,826

１　受取利息及び配当金 298

2　他 会 計 補 助 金 14, 485

３　長期前受金戻入収益 498, 019

４　雑 収 益 30, 024

３　特 別 利 益 21

１　固 定 資 産 売 却 益 10

2　過 年 度 損 益 修 正 益 11
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資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 収 入 1,846,300

１　企 業 債 1,600,000

１　企 業 債 1, 600, 000

２　国 庫 補 助 金 29,000

１　国 庫 補 助 金 29, 000

３　出 資 金 68,077

１　出 資 金 68, 077

４　工 事 負 担 金 149,201

１　工 事 負 担 金 149, 201

５　 22

１　固 定 資 産 売 却 代 金 22

固 定 資 産
売 却 代 金

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 支 出 4,684,600

１　建 設 改 良 費 3,228,401

１　事 務 費 116, 635

2　資 産 購 入 費 24, 997

３　原 浄 水 施 設 費 758, 468

４　給 配 水 施 設 費 2, 328, 149

５　業 務 施 設 費 152

２　企業債償還金 1,443,835

１　企 業 債 償 還 金 1, 443, 835

３　 2,364

１　国 庫 補 助 金 返 還 金 2, 364

４　予 備 費 10,000

１　予 備 費 10, 000

国庫補助金 
返 還 金

議案第11号

令和３年度長岡市簡易水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和３年度長岡市簡易水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第2条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数� 2, 600　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量� 904, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量� 2, 477　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦配水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水施設整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 526, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 145, 036　千円

　　　第　2　項　　営 業 外 収 益� 381, 853　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 11　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 526, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 479, 037　千円

　　　第　2　項　　営　業　外　費　用� 41, 985　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 5, 378　千円

　　　第　４　項　　予　　　備　　　費� 500　千円
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簡 易 水 道 事 業 会 計



資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 収 入 1,846,300

１　企 業 債 1,600,000

１　企 業 債 1, 600, 000

２　国 庫 補 助 金 29,000

１　国 庫 補 助 金 29, 000

３　出 資 金 68,077

１　出 資 金 68, 077

４　工 事 負 担 金 149,201

１　工 事 負 担 金 149, 201

５　 22

１　固 定 資 産 売 却 代 金 22

固 定 資 産
売 却 代 金

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 支 出 4,684,600

１　建 設 改 良 費 3,228,401

１　事 務 費 116, 635

2　資 産 購 入 費 24, 997

３　原 浄 水 施 設 費 758, 468

４　給 配 水 施 設 費 2, 328, 149

５　業 務 施 設 費 152

２　企業債償還金 1,443,835

１　企 業 債 償 還 金 1, 443, 835

３　 2,364

１　国 庫 補 助 金 返 還 金 2, 364

４　予 備 費 10,000

１　予 備 費 10, 000

国庫補助金 
返 還 金

議案第11号

令和３年度長岡市簡易水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和３年度長岡市簡易水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第2条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数� 2, 600　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量� 904, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量� 2, 477　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦配水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水施設整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 526, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 145, 036　千円

　　　第　2　項　　営 業 外 収 益� 381, 853　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 11　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 526, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 479, 037　千円

　　　第　2　項　　営　業　外　費　用� 41, 985　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 5, 378　千円

　　　第　４　項　　予　　　備　　　費� 500　千円
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費　　64, 202　千円

（他会計からの補助金）

第10条　　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

⑴　建設事業に伴う企業債利子補助� 21, 882　千円

⑵　その他簡易水道事業の支出に対する補助� 256, 446　千円

⑶　児童手当に対する負担金� 672　千円

　　　　　　合　　　　　　計� 279, 000　千円

（たな卸資産購入限度額）

第11条　　たな卸資産の購入限度額は、840千円と定める。

　　令和３年３月１日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

（資本的収入及び支出）

第４条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額178, 700

千円は過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額11, 580千円、過年度分損益勘定留保資金26, 367千円及び当年度分

損益勘定留保資金140, 753千円で補てんするものとする。）

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　資 本 的 収 入� 211, 800　千円

　　　第　１　項　　企 業 債� 202, 200　千円

　　　第　2　項　　工 事 負 担 金� 9, 600　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　資 本 的 支 出� 390, 500　千円

　　　第　１　項　　建 設 改 良 費� 223, 439　千円

　　　第　2　項　　企 業 債 償 還 金� 166, 561　千円

　　　第　３　項　　予 備 費� 500　千円

（継　続　費）

第５条　　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

款 項 事　　業　　名 総　　額 年　　度 年 割 額

資本的支出 建設改良費
山 古 志 地 域 簡 易 水 道�
遠 方 監 視 設 備 更 新 事 業

169, 000
令和３年度 106, 000

令和４年度 63, 000

（企　業　債）

第６条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　　還　　の　　方　　法

簡 易 水 道 施 設�
整 備 事 業

202, 200
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金等に
ついて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該見
直し後の利率）

政府資金については、その融資条件に
よる。銀行その他の場合は、その債権
者と協定する。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還期限を短
縮もしくは繰上償還又は借換えをす
ることができる。

計 202, 200

（一時借入金）

第７条　　一時借入金の限度額は、200, 000千円と定める。
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事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
及 　 び 　 支 　 出 　 　 　
　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 費 用 526,900

１　営 業 費 用 479,037

１　原 水 及 び 浄 水 費 115, 727

2　配 水 費 86, 301

３　給 水 費 15, 748

４　業 務 費 3, 724

５　総 係 費 17, 481

６　減 価 償 却 費 237, 002

７　資 産 減 耗 費 3, 054

２　営 業 外 費 用 41,985

１　　 21, 935

2　雑 支 出 20, 050

３　特 別 損 失 5,378

１　過 年 度 損 益 修 正 損 330

2　そ の 他 特 別 損 失 5, 048

４　予 備 費 500

１　予 備 費 500

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令 和 ３ 年 度 長 岡 市 簡 易 水 道
　 　 収 　 益 　 的 　 収 　 入

　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 収 益 526,900

１　営 業 収 益 145,036

１　給 水 収 益 137, 350

2　加 入 金 198

３　下 水 道 受 託 収 益 5, 324

４　そ の 他 営 業 収 益 2, 164

２　営 業 外 収 益 381,853

１　他 会 計 補 助 金 279, 000

2　長期前受金戻入収益 82, 221

３　雑 収 益 632

４　　 20, 000

３　特 別 利 益 11

１　過 年 度 損 益 修 正 益 11

消 費 税 及 び�
地 方 消 費 税 還 付 金
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資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 収 入 211,800

１　企 業 債 202,200

１　企 業 債 202, 200

２　工 事 負 担 金 9,600

１　工 事 負 担 金 9, 600

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 支 出 390,500 

１　建 設 改 良 費 223,439 

１　事 務 費 166�

2　原 浄 水 施 設 費 20, 000�

３　給 配 水 施 設 費 203, 273�

２　企業債償還金 166,561 

１　企 業 債 償 還 金 166, 561�

３　予 備 費 500 

１　予 備 費 500�
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